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平成 29年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書 
 

肝疾患連携拠点病院における院内コーディネートに関する調査研究 
 
分担研究者：是永匡紹 所属先 国立研究法人国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター 
研究協力者： 根本陽介 所属先 千葉県健康福祉部疾病対策課感染症医療班 
 
研究要旨：ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけされ、約350万人のキャリアが存在する
と推定されている。様々対策により、未受検者は約77万人に減少した一方で、約 53～120万
人が陽性と知りながら受診していないと推測されており、肝臓専門医のみならず非専門医、自
治体の肝炎ウイルス対策部署・保健所、健診医療機関や保険者等にも肝炎ウイルス検査受
検促進、陽性者を受診、受療へ導くことの重要性を認知させることが急務であり、その対策と
して多職種による肝炎医療コーディネーター(Co)陽性が全国的に勧められているも、養成方
法、対象者、養成後のmotivation維持、また拠点病院内でのCoの配置、人数も不明である。 
本研究では、C 県でのＣｏ養成状況や問題点を抽出し、また拠点病院内の Co 数を明らかに
することを目的とする。 

A. 研究目的 
 ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づ
けされ、約 350 万人のキャリアが存在すると
推定されている。平成14年度から行われた
老人保健法（現在健康増進法）で主に国民
保険加入者を対象者として開始された市町
村主体の肝炎ウイルス検査受検率は約20%
に留まり、保健所での無料検査も6％程度、
未だに約 77 万人が未受検、更に約 53～
120万人が陽性と知りながら受診していない
と推測されている。 
肝臓専門医のみならず非専門医、自治
体の肝炎ウイルス対策部署・保健所、健診
医療機関や保険者等にも肝炎ウイルス検
査受検促進、陽性者を受診、受療へ導くこ
との重要性を認知させることが急務であるが、
肝炎ウイルス陽性者の受療までの推移が把
握できない自治体、職域での肝炎ウイルス
検査は必須項目ではなく、また非専門医か
ら紹介されない現状がある。その改善方法
の一つとして、肝炎医療コーディネーター
(Co)養成が全国的に進められているも、養
成方法や要求度も異なると推測される。ま
た認定された Co の motivation をどの様に
維持するのか、核となる拠点病院内に Co
数・活動についても不明である。本研究で
は、C 県でのＣｏ養成状況や問題点を抽出
し、また拠点病院内のCo数を明らかにする

ことを目的とする。 
B. 研究方法 
検討１：Ｃ県肝Ｃｏ養成の実態を調査すると

もに、本年度の養成課程や特色を明らかに

する 

  検討 2: 肝疾患連携拠点病院での院内Coの 

  職種、配置を調査した 

C. 研究結果 
検討 1: 
①千葉県肝Ｃｏ養成の実態調査 
平成 28 年度まで肝炎医療コーディネータ
ーを349名認定し、平成29年度より養成研
修会でチェックテストの実施を開始、5 年毎
の更新とした。当初より 54 市町村に必ず 1
名肝Coを配置する予定で約半数が自治体
関係者であり、残りの1市１町を個別訪問予
定である。更に委託検査医医療機関（797
カ所）にも肝 Co を配置できるよう、医師会と
連携し委託医療機関向けの養成研修会を
開催し、本年度だけで 100 名以上の肝Ｃｏ
が誕生させた。 
更にCoには認定バッチを作成し,また他県
の希望者も受け入れ、専門医療機関で開催
される肝臓病教室は県と共催し、 
Co のレベルアップの場とする方向である。 
②拠点病院内のＣｏ実態調査 
70 ある拠点病院より、54 施設（77%）か
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ら回答があり、都道県内で養成済み：44
施設、養成なし：10 施設であった。 
 養成なしの施設を、人口が多く、複数の
拠点病院が存在する地域であったが、相
談・支援センターは多職種でチーム医療が 
構成されている等で、Coの同等の活動が 
行われていた 
 養成済施設でも、3 施設は職種が限定し
ており、院内に Co が存在せず、4施設は院
内 Co数が記載なく、解析は 37施設で検討
した。 
 (1)Co 数と構成（表 1） 
 院内 Co在籍数は 0～57名と幅広く、537
名、１施設平均は約 14 名であった。54%が
看護師,事務、医師が 8%ずつで、相談・支
援センターが構成メンバーと類似してい
た、一方で MSW, 臨床検査技師 5%に対し,
薬剤師が 8%と多く、特に 20 名以上の Co
が在籍する施設ほど Co として養成されて
いた。各拠点病院にアンケートを取ると、
院内肝 Co 数が多い上位 4 施設は、活動が
活発であると評価された。 
 在籍数が少ない施設は、最近養成が始っ
た施設がある一方で、以前より養成されて
いるにも関わらず、養成後研修が機能して 
せず、実態が十分把握できていない施設も
散見された。 
施設no. Co養成 院内Co数 看護師 事務　　 医師 ＭＳＷ 薬剤師 検査技師 その他
1 有 57 32 3 11 4 7
2 有 44 28 10 0 5
3 有 41 8 3 14 5 1 11
4 有 35 22 3 2 1 7
5 有 34 23 2 4 2 1 2
6 有 26 11 2 10
7 有 24 11 6 5 2
8 有 23 12 4 1 3 2 1
9 有 21 20 1
10 有 21 7 2 5 1 6
11 有 21 21
12 有 20 4 1 9 5
13 有 18 7 2 7 2
14 有 16 15 1
15 有 13 11 2
16 有 13 3 4 1 5
17 有 12 2 1 5 2 2
18 有 10 5 1 1 1 2
19 有 10 6 4
20 有 9 6 2 1
21 有 8 2 6
22 有 8 8
23 有 7 3 1 1 1 1
24 有 7 6 1
25 有 7 2 1 1 3
26 有 5 2 3
27 有 5 3 1 1
28 有 4 1 1 2
29 有 3 3
30 有 3 3
31 有 3 1 1 1
32 有 3 2 1
33 有 2 1 1
34 有 2 1 1
35 有 2 1 1
36 有 0
37 有 0  
(表 1) 拠点病院37施設のCo配置-上記5
施設も活動優秀と評価された 
 
 (2)考えられる院内コーディネート 
 多くの施設では、相談業務、肝臓病教室、 
就労支援、患者サロンが挙げているが、非
専門医陽性者を紹介することで、受検⇒受
診⇒受療と導けることを「コーディネー
ト」と挙げる施設が 46%存在し、肝炎ウイ

ウルス陽性者に積極的な受診勧奨意識が 
増加していると考えられた 
 (3)定期検査助成の認知度 
 昨年、拠点病院内看護師、相談員等に 
調査した時は 42%に留まった定期検査認知
度は、本年 86%と上昇し、全員が C 型肝炎
ウイルス排除後にも利用可能であること
を認識していた。（下図） 

 
D. 考察 
    ①C県は面積も広く、交通の利便性も良い
とは言えず、多職種（特に自治体と委託医
療機関）で肝炎ウイルス陽性者を調整・サ
ポートするために、肝 Co を広く・各地に配
置することを目的とした「敷居を低く」した
養成方法である。近隣で行われている、職
種を限定した Coを養成し「目的を明確にし
た質の高い Co養成」とは異なるが、今後は
多職種の Co から「職種毎の上級 Co」を養
成すべく、専門医療機関で行われる肝臓
病教室を Co の follow up 研修会を兼ね、
肝疾患勉強の機会を増加させる予定であ
る。また Co が存在することが、自治体肝炎
ウイルス検診・検査委託医療機関の条件
にすることも検討中である 
   ②Co 養成方法は各自治体の状況・目的
によって異なるも、陽性者は様々な地域に
存在しており、可能であれば、まずは多く
の人に肝Ｃｏに興味を持ってもらい、その
中から更に勉強・活動した Co を抽出する
方が効率的と考える。一方で、肝疾患連携
拠点病院内のCo数・配置にはまだ差があ
り、出来るだけ多職種に広げるべきと考え
られる。活動の目標を明確にすることで、
Co 自身が受身ではなく、陽性者に積極的
に「コーディネート」するようになり、専門医
療機関でも活用、また今後の両立・就労支
援に応用される可能性がある。 
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E. 結論 
   肝 Coは地域の肝炎ウイルス受検、陽性
数を考慮し、必要であれば、まずは多く養
成することが重要である。コーディネート
は一人でするものではないが、受身ではな
く、自身で陽性者をアウトリーチすること
が望まれる。その一方で、Co を継続させ
ることにも対応が望まれる。 
   拠点病院内での Co数を増加させること
はチーム医療を推進させることになり、院
外活動を上手く行うための、重要な step
と思われる。看護師、事務員だけでなく、
薬剤師、栄養士等にも Coチームに入るこ
とが更なる motivation up に繋がると予想
される 
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